
調査概要
※（ ）は昨年の数値

調査結果の概要

日本医労連は、２０２５年１０月を集中月間とし、長時
間労働の是正と不払い労働の根絶を目的に、全国一
斉の「不払い労働一掃・退勤時間調査」を実施しま
した。
この調査は、総対話型の組織拡大行動としても位

置づけられ、組合加入につなげる取り組みとして行
ってきました。そのため、調査の実施時間は日勤終
了後の２～３時間程度とし、主に日勤者を対象に聞
き取りを行いました。
現在も医療・介護現場では、長時間労働や不払い

まんえん

労働が蔓延しており、安心して働き続けられる労働
環境づくりのためには、こうした状況の是正が急務
です。私たちは今後も、労働環境の改善に向けた取
り組みを進めていきます。

○実施期間 ２０２５年９月から２０２６年２月末まで
の６カ月間（１０月を取り組み集中月間に設定）

○対 象 者 加盟組合の組合員、職場の労働者
○集 約 数 ８１単組支部１５，８４８人（８４単組支部
１４，３４８人）

有効回答数 １５，７０３人（１４，３４８人）

（１）年間の未払い賃金は１人当たり約７６万７，０００
円、１カ月当たりは約６万４，０００円
調査結果から始業時間前・終業時間後の時間外労

働・休憩時間未取得による未払賃金を試算すると、
年間１人当たり７６６，６９２円（７８５，５８０円）もの金額が
発生していた。
１カ月１人当たりは６３，８９１円（６５，４６５円）。内訳

は、始業時間前および終業時間後の時間外労働によ
り発生した４７，２２４円（４９，０９９円）、休憩未取得によ
り発生した時間外労働分１６，６６７円（１６，３６６円）だっ
た。
請求を一部しかしていない回答者は含まれていな
いため、実際の対象者や未払賃金はさらに多くな
る。

（２）回答者の７割が所定労働時間を超えて時間外
労働を行い、始業前・終業後いずれも時間外労働を
行ったのは約４割
調査日に時間外労働を行った人は１１，１０８人・

７０．７％（１０，７２２人・７４．７％）。始業時間前のみ２，７７８
人・１７．７％（２，９４０人・２０．５％）、終業時間後のみ
１，７１９人・１０．９％（１，８８０人・１３．１％）と人数・割合
とも昨年からいずれも低下、始業時間前と終業時間
後の両方では５，６３９人・３５．９％（５，９０２人・４１．１％）
と５．２ポイント減少した。

（３）始業時間前の時間外労働の発生は約６割。看
護師で約７割、リハビリ技師で約６割
始業時間前に時間外労働が発生した人は、９，００８
人・５７．４％（８，８４２人・６１．６％）と、割合は昨年か
ら４．２ポイント減少した。
職業別では、「看護師」の割合が５，３１７人・６８．４％
（５，３３２人・７２．０％）と最も高く、次いで「リハビ
リ技師」９４６人・６０．５％（９１３人・６２．４％）、「医師」
９１人・５３．２％（１１７人・５９．４％）。

（４）新人にあたる「２４歳以下」での始業時間前の
時間外労働の発生は約７割。若年層ほど始業前時間
外が多い傾向
始業時間前に時間外労働が発生した人を年齢別に
見ると、「２４歳以下」は、１０８４人・６９．４％（１，０８７人
・７３．３％）、「２５～２９歳」１，３１７人・６４．０％（１，２７３
人・６６．８％）、「３０代」１，９１１人・５４．６％（１，９９９人・
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調査結果の詳細

６１．７％）と年齢が上がるにつれて始業前時間外労働
の発生が少なくなっている。

（５）終業時間後の時間外労働の発生は、約５割。
リハビリ技師と医師は６割強
終業時間後に時間外労働が発生した人の割合は、

７，６４９人・４８．７％（７，７８２人・５４．２％）と５．５ポイン
ト減少した。
職業別では、「リハビリ技師」は１，００１人・６４．０％

（９５５人・６５．３％）と１．３ポイント減、次いで「医師」
は、１０９人・６３．７％（１３８人・７０．１％）と６．４ポイン
ト減で、ともに昨年より減少した。
時間数で見ると「１時間以上」１，９８１人・１２．６％

（３，０４９人・２１．３％）、「２時間以上」５１２人・３．３％
（８４８人・５．９％）、「３時間以上」１５８人・１．０％（２４４
人・１．７％）と１時間以上はいずれも減少し、昨年
より改善しているが、およそ半数の人について終業
時間後の時間外労働が常態化している状況は、変わ
っていない。

１）職種
調査職種における労働者数は１５，７０３人（１４，３４８
人）。職種は、「看護職員」が７，７７５人・４９．５％（７，４０７
人・５１．６％）と最も多く、次いで「医療技術職（放
射線・検査・薬・ＣＥ）」が１，９１３人・１２．２％（１，４９５
人・１０．４％）、「事務」１，７２２人・１１．０％（１，３０５人・
９．１％）、「リハ（ＯＴ・ＰＴ・ＳＴ等）」１，５６４人・
１０．０％（１，４６３人・１０．２％）、「介 護 職」１，２０２人・
７．７％（１，２６６人・８．８％）、「その他」１，３０８人・８．３％
（１，１１１人・７．７％）、「医師」１７１人・１．１％（１９７人
・１．４％）の順だった。
※CE：臨床工学技士、OT：作業療法士、
PT：理学療法士、 ST：言語聴覚士

２）年齢
年齢分布は、「４０代」が４，２０７人・２６．８％（３，８１６
人・２６．６％）と最も多く、次いで「３０代」が３，５０２
人・２２．３％（３，２４２人・２２．６％）、「５０代」３，２６０人・
２０．８％（２，７８３人・１９．４％）、「２５～２９歳」２，０５９人・
１３．１％（１，９０７人・１３．３％）、「２４歳以下」１，５６２人・
９．９％（１，４８３人・１０．３％）、「６０歳以上」１，０６２人・
６．８％（９７５人・６．８％）の順だった。

３）今日の勤務はなんでしたか？
調査日の勤務について、「日勤」が７９．９％（７９．６％）

と最も多く、「その他」１１．３％（１１．４％）、「早出日
勤」４．７％（４．２％）、「遅出日勤」３．６％（３．６％）だ
った。
職種別に見ると、日勤の割合が多かったのは「医
師」の９５．９％（９３．４％）、「看護職員」の７７．１％（７９．４％）
だった。

４ ） 今日の始業前時間外労働はどれくらいでした
か？
始業時間前「なし」５，６５３人（４，５６２人）
調査日の時間外労働について、始業時間前「な
し」は３６．０％（３１．８％）だった（図表１）。
始業時間前「あり」９，００８人（８，８４２人）
始業時間前「３０分未満」３７．８％（３９．８％）、「３０分
以上６０分未満」１６．６％（１７．６％）、「６０分以上１２０分
未満」２．７％（３．３％）、「１２０分以上１８０分未満」０．１％
（０．２％）、「１８０分以上」０．１％（０．８％）だった。始
業時間前１時間以上は２．９％（４．２％）と１．３ポイン
トの減少となった。

図表１ 今日の始業前時間外労働は
どれくらいでしたか？

職種別に見ると、始業時間前「あり」は、「看護
職員」６８．４％（７２．０％）と３．６ポイント減、「リハビ
リ技師」６０．５％（６２．４％）と１．９ポイント減、「医師」
は５３．２％（５９．４％）と６．２ポイント減、「介護職員」
４７．８％（５２．２％）、「医療技術職」４５．８％（５１．３％）、
「事務」４０．８％（４５．０％）といずれの職種でも始業
時間前は減少していた（図表２）。また、１時間以
上は「医師」が最も多く１６．４％（１２．７％）、次いで
「看護職員」３．４％（４．８％）、「リハビリ技師」３．１％
（４．６％）、「事務」２．９％（３．８％）、「医療技術職」
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２．６％（３．３％）、「介護職員」１．７％（２．２％）だった。

図表２ 始業時間前時間外労働（職種別）

年齢別に見ると、始業時間前「あり」は、「２４歳以
下」６９．４％ （７３．３％ ）、「２５～２９歳 」６４．０％
（６６．８％）、「３０代」５４．６％（６１．７％）、「４０代」５７．６％
（６０．９％）、「５０代」５４．５％（６０．４％）、「６０歳以上」
４６．４％（４８．８％）だった（図表３）。

図表３ 始業時間前時間外労働（年齢別）

５）始業前時間外労働は請求していますか？
始業前時間外労働の請求について、「していな

い」は７４．３％（７３．９％）と０．４ポイント増加、「全額
請求している」は１８．８％（１７．６％）と１．２ポイント
増加、「一部している」は３．１％（４．０％）だった。
昨年と比べ若干の改善は見られるものの、回答者の
７割超が未払賃金を請求していなかった（図表４）。

図表４ 始業前時間外労働の請求

６ ） 今日の終業時間後、どれくらい残業しました
か？
終業時間後「なし」６，５１０人（５，２４４人）
調査日の時間外労働について、終業時間後「な
し」は４１．５％（３６．５％）だった。
終業時間後「あり」７，６４９人（７，７８２人）
終業時間後「３０分未満」１７．４％（１６．９％）、「３０分
以上６０分未満」１４．４％（１６．１％）、「６０分以上１２０分
未満」１２．６％（１５．３％）、「１２０分以上１８０分未満」３．３％
（４．２％）、「１８０分以上」１．０％（１．７％）だった。終
業時間後１時間以上は１６．９％（２１．３％）と４．４ポイ
ントの減少となり、２時間以上は４．３％（５．９％）と
１．６ポイントの減少だった（図表５）。

図表５ 就業時間後の時間外労働

職種別に見ると、終業時間後「あり」は「医師」
６３．７％（７０．１％）と６．４ポイント減、「リハ」６４．０％
（６５．３％）と１．３ポイント減、「看護職員」５５．２％
（６１．２％）、「事務」４１．６％（４８．２％）、「医療技術職」
３４．７％（４０．８％）と始業前残業と同様にいずれの職
種でも減少した。また、２時間以上は「医師」１１．７％
（１４．２％）と２．５ポイント増加、「事務」は６．１％
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年 度 ２０１５ ２０１６ ２０１７ ２０１８ ２０１９ ２０２０
有効回答数 １２,５１８ １２,５１０ １１,１８９ １１,２９６ １１,３０７ １２,５５６
年 度 ２０２１ ２０２２ ２０２３ ２０２４ ２０２５
有効回答数 １４,７７３ １８,３８４ １７,２５１ １４,３４８ １５,７０３

図表７ 終業時間後の残業代を
全額請求している割合（年度変化）

（７．３％）、「看護職員」は５．３％（６．７％）と医師以
外は１ポイント程度の減少だった。

７）終業時間後の残業は請求していますか？
終業後時間外労働の請求について、「全額請求し

ている」は４７．３％（４７．１％）と０．２ポイント増加し
た一方で、「していない」が２９．６％（２５．１％）と４．５
ポイント増加、「一部している」は１８．６％（２２．９％）
と４．３ポイント減少した（図表６）。前年度に比べわ
ずかに改善が見られるものの、回答者の半数以上が
未払い賃金を請求していなかった。
年齢別に見ると、「全額請求している」は「２５～

２９歳」４９．９％（５０．９％）、「３０代」４９．２％（５１．０％）、
「２４歳以下」４８．３％（４９．４％）の順だった。
しかし、「全額請求している」は、２０１５年度調査

時点で３２．５％、１０年前と比較すると約１５ポイント引
き上がっており、大きく改善している（図表７）。

図表６ 終業時間後の残業の請求

８）残業代未請求の理由は何ですか？
始業時間前・終業時間後の未払賃金が請求できな
かった理由については、「自己判断であえて請求し
ていない」４１．７％（３５．４％）、「上司・同僚など請求
できない職場の雰囲気がある」１０．２％（１３．６％）、
「請求が可能であることを知らなかった」３．４％
（４．９％）、「請求できないシステムがある」２．８％
（４．１％）、「上司・同僚などから請求しないように
指示されている」１．０％（２．０％）だった（図表８）。
（注：２０２４年より選択肢を変更）

図表８ 残業代を請求しない理由

職種別に見ると、「上司・同僚など請求できない
職場の雰囲気がある」は、「看護職員」１３．２％（１７．９％）
で最も多く、次いで「介護職員」９．２％（９．８％）、
「リハビリ技師」８．９％（１２．０％）の順だった。
年齢別では、「上司・同僚など請求できない職場
の雰囲気がある」は、「２４歳以下」が１３．７％で最も
多く、次いで「２５～２９歳」１３．０％、「４０代」１０．４％
の順だった。
（注：２０２４年より選択肢を変更）

９）請求した超勤手当は支払われていますか？ 残
業代の不払いが法律違反であることを知っています
か？
超過勤務手当の支払いについて、「きちんと支払
われている」は８９．１％（８９．２％）、「一部だけ支払わ
れている」４．５％（４．６％）、「請求しても払われな
い」０．６％（０．７％）だった。
未払賃金について、法律違反を「知らない」１０．１％
（１０．９％）だった（図表９）。
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未払賃金の試算

請求して
いない時間

人数（人） 総時間数（分）

２５年度 ２４年度 ２３年度 ２５年度 ２４年度 ２３年度

３０分未満 ５,４０７ ５,０４８ ６,１８１ ６７,１３８ ６３,２９３ ７９,４０５

３０分以上６０分未満 ２,３１１ ２,２０８ ３,５００ ７８,３８０ ７４,４６３ １２１,８６２

６０分以上１２０分未満 ３２５ ３４７ ５９２ ２１,３５１ ２２,８８６ ３８,４３０

１２０分以上１８０分未満 ２２ １２ ２２ １,４９５ １,３７０ ２,７８５

１８０分以上 １１ ８０ １４ ４,０３０ ５,２９５ ３,９９２

合計 ８,０６６ ７,６９５ １０,３０９ １７２,３９４ １６７,３０７ ２４６,４７４

図表１０ 始業時間前の時間外労働を
請求していない時間

図表９ 残業代の不払いは法律違反と
知っていますか？

１０）今日の休憩時間はどの程度取れましたか？
調査日の休憩時間について、取得率「７６～１００％」

は７２．８％（６６．１％）だった。
職種別に見ると、取得率「７６～１００％」は「医療技
術職」８６．５％（８０．７％）、「事務」７９．６％（７６．２％）、
「介護職員」７７．１％（７６．２％）、「看護職員」７１．９％
（６３．４％）、「リハビリ技師」５５．７％（５６．４％）、「医
師」３９．８％（３８．６％）だった。
取得率「０．０％」の回答は、「医師」が５．３％（５．１％）と

他職種が１％程度なのに対して圧倒的に多かった。

調査結果から、始業時間前・終業時間後の時間外
労働・休憩時間未取得による未払賃金を試算した。

（１）始業時間前の時間外労働の未払賃金

始業時間前の時間外労働の請求について、「して
いない」と回答した１１，６７３人（１０，６０３人）のうち、
時間外の労働時間があると回答した８，０６６人（７，６９５
人）の時間外労働時間の合計は１７２，３９４分（１６７，３０７
分）（図表１０）。厚生労働省「令和７年賃金構造基本
統計調査」を用いて未払賃金を算出すると、１人当
たり１９，４４５円（１９，０９４円）だった。
請求を一部しかしていない回答者４８３人（５８１人）

は含まれていないため、実際の対象者や未払賃金は
さらに多くなる。
①回答者８，０６６人（７，６９５人）の時間外労働時間
１７２，３９４分（１６７，３０７分）から１人当たりの時間外労
働時間を算出すると２１．３７分（２１．７４分）だった。
（注：小数点以下第３位で切り捨て）

②月平均所定労働日数を２０日とし、月平均の時間外
労働時間を算出すると、４２７分：７時間７分（４３５
分：７時間１５分）だった。
（注１：月平均所定労働日数は、３６５日から年間休
日（土曜５２日、日曜５２日、祝日１６日、年末年始休５
日、夏季休暇３日）を除いた年間所定労働日数２３７
日を１２カ月で割って算出。少数点以下四捨五入）
（注２：小数点以下切り捨て）

③厚生労働省「令和７年賃金構造基本統計調査」に
よる「医療業」の「所定内給与月額」３４８，９００円
（３４２，６００円）、「所定内実労働時間」１５７時間（１５７時
間）から１時間当たりの基礎賃金を算出すると２，２２２
円（２，１８２円）。時間外労働の割増賃金率を２５％と
し、１時間当たりの時間外割増賃金を算出すると
２，７７８円（２，７２８円）。未払賃金は、１人当たり１９，４４５
円（１９，０９４円）。
（注１：厚生労働省「提供分類１：令和７年賃金構
造基本統計調査、提供分類２：一般労働者、提供分
類３：産業中分類（P.８３医療業）『第１表年齢階級
別きまって支給する現金給与額、所定内給与額及び
年間賞与その他特別給与額』」企業規模計（１０人以
上）より）
（注２：５０銭未満を切り捨て、５０銭以上を切り上
げ）
（注３：月の時間外労働の合計３０分未満を切り捨
て、３０分以上を切り上げて計算）

２２ 医療労働



請求して
いない時間

人数（人） 総時間数（分）

２５年度 ２４年度 ２３年度 ２５年度 ２４年度 ２３年度

３０分未満 １,５６４ １,１３６ １,４６６ １９,６６４ １４,１５０ １８,８１９

３０分以上６０分未満 ７２０ ６０５ ８８７ ２５,３２５ ２０,６３２ ３０,７１８

６０分以上１２０分未満 ３０８ ３６０ ４７３ ２１,３３２ ２５,４５９ ３３,２１１

１２０分以上１８０分未満 ６４ ９２ １１５ ８,１４３ １１,６４６ １４,６１０

１８０分以上 １４ ２３ ３６ ２,７５０ ４,３２２ ７,１２５

合計 ２,６７０ ２,２１６ ２,９７７ ７７,２１４ ７６,２０９ １０４,４８３

図表１１ 終業時間後の時間外労働を
請求していない時間

請求して
いない時間

人数（人） 総時間数（分）

２５年度 ２４年度 ２３年度 ２５年度 ２４年度 ２３年度

３０分未満 ７２ ７７ ８８ ６２９ ７０１ １,１３６

３０分以上６０分未満 ３７３ ３７７ ４７８ １０４,６５ １０,３３５ １３,１７０

６０分以上１２０分未満 ６７４ ５４２ ７８０ ２７,９７８ ２２,４４０ ３２,０１１

１２０分以上１８０分未満 ６４７ ５６４ ６６１ ３３,８７６ ２９,２６７ ３４,１９９

１８０分以上 ９６ ７２ ９６ ８,４５８ ６,８１０ ８,４３０

合計 １,８６２ １,６３３ ２,１６０ ８１,４０６ ６９,５５３ ８９,９２１

図表１２ 休憩時間未取得の未払い賃金試算

（２）終業時間後の時間外労働の未払賃金

終業時間後の時間外労働の請求について、「して
いない」と回答した4,645人（3,599人）のうち、時
間外の労働時間を回答した2,670人（2,216人）の時間
外労働時間の合計は77,214分（76,209分）（図表11）。
厚生労働省「令和７年賃金構造基本統計調査」を用
いて未払賃金を算出すると、１人当たり26,778円
（30,005円）だった。
請求を一部しかしていない回答者2,925（3,284）

人は含まれていないため、実際の対象者や未払賃金
はさらに多くなる。

①回答者2,670人（2,216人）の時間外労働時間
77,214分（76,209分）から１人当たりの時間外労働
時間を算出すると38.92分（34.39分）。
（注：小数点以下第３位で切り捨て）

始業前の未払賃金の試算と同様に、月平均所定労
働日数を20日とし、月平均の時間外労働時間を算
出すると、578分：９時間38分（688分：11時間28
分）。
（注：小数点以下切り捨て）

始業前の未払賃金の試算と同様に、厚生労働省
「令和7年賃金構造基本統計調査」から１時間当た
りの時間外割増賃金を算出し2,778円（2,728円）と
した。未払賃金は、１人当たり27,779円（30,005円）。
（注１：50銭未満を切り捨て、50銭以上を切り上
げ）
（注２：月の時間外労働の合計を30分未満切り捨
て、30分以上を切り上げて計算）

（３）休憩時間未取得による未払賃金

調査日の休憩時間について、取得率「１００％未
満」と回答した５，２０４人（５，９１２人）のうち、始業前
・終業後の時間外労働の請求を共に「していない」
と回答した１，８６２人（１，８７０人）を対象に未払賃金を
算出すると、１人当たり１５，５９６円（１５，５０８円）だっ
た。
②休憩時間「１００％未満」かつ始業前・終業後の
時間外労働の請求を「していない」１，８６２人（１，８７０
人）の休憩時間の合計は１１５，２１２分（１０２，１３０分）。
そのうち取得時間の合計は８１，４０６分（６９，５５３分）だ
った（図表１２）。休憩未取得により発生した時間外
労働時間の合計３３，８０６分（３２，５７７分）から１人当た
りの時間外労働時間を算出すると１８．１６分（１９．９４
分）だった。
（注：小数点以下第３位で切り捨て）

③月平均所定労働日数を２０日とし、月平均の時間
外労働時間を算出すると、３６３分：６時間３分（３９９
分：６時間３９分）。
（注：小数点以下切り捨て）

④始業前の未払賃金の試算と同様に、厚生労働省
「令和７年賃金構造基本統計調査」から１時間当た
りの時間外割増賃金を算出し２，７７８円（２，７２８円）と
した。未払賃金は、１人当たり１６，６６７円（１６，３６６円）。
（注１：５０銭未満を切り捨て、５０銭以上を切り上
げ）
（注２：月の時間外労働の合計を３０分未満切り捨
て、３０分以上を切り上げて計算）

調査報告

医療労働 ２３



調査結果の考察

２４歳以下 ２５歳
～２９歳 ３０代 ４０代

２０１５
年度

始業前 ６.４ ７.３ １０.０ １１.８

終業後 ２１.４ ２８.１ ３３.４ ３３.４

２０２５
年度

始業前 １４.０ １７.１ １９.３ １８.２

終業後 ４８.３ ４９.９ ４９.２ ４５.４

（％）

（４）１カ月の未払賃金
１カ月の未払賃金は、始業前時間外労働19,445円

（19,094円）と終業後時間外労働27,779円（30,005
円）を合わせ、１人当たり47,224円（49,099円）だ
った。
休憩未取得により発生した時間外労働16,667円

（16,366円）を加味すると、１人当たりの未払賃金
は、63,891円（65,465円）だった。

時間外労働の割合は改善傾向
２０２５年度の結果では、始業時間前の時間外労働は

５７．４％、就業時間後の時間外労働は４８．７％が「あ
り」と回答している。時間外労働が常態化している
という状況は変わらないが、時間外労働を行った割
合は昨年より改善した。
職種別の状況では、始業時間前・就業時間後とも

医師・看護師が多い傾向に変わりがない。

時間外労働の請求状況は改善傾向にある
時間外労働の請求については、始業前７４．３％、終

業後２９．６％の人が請求を「していない」と回答して
いた。また、時間外労働を請求していない理由につ
いては、「自己判断であえて請求していない」が
４１．７％と４割を占め、次いで「上司・同僚など請求
できない職場の雰囲気がある」が１０．２％だった。時
間外労働の請求は、全体として改善が見られるもの
の依然として始業前で７割、終業後で３割の人が全
額を請求していない状況は改善が必要である。
しかし、１０年前の退勤時間調査結果と比較すると

年代別の時間外労働の請求状況は、若年層中心に改
善してきている。「２４歳以下」の始業前終業後の全
額請求は倍以上に増加、「２５歳～２９歳」も始業前で
約１０ポイント、終業後で約２０ポイントも改善してい
る（図表１３）。

図表１３ 時間外労働を全額請求していた人の割合

啓発・総対話活動としての退勤時間調査の
取り組みを
日本医労連は、１０月を全国一斉「不払い労働一掃
・退勤時間調査」集中月間として啓発とあわせて退
勤時間調査を実施している。また、総対話型の組織
拡大行動としても位置付けて取り組みを呼びかけて
きた。加盟組織の精力的な取り組みによって、毎年
約１５，０００人前後の回答が寄せられている。依然とし
て、始業前で約７割、終業後で約３割の人が時間外
労働を全額請求していない課題は残されているが、
経年で見れば申請状況は改善傾向にある。今回、未
払いの時間外労働は休憩時間も加味すると６３，８９１円
という試算が出た。時間外労働の申請は、使用者に
労働時間を正しく把握させるとともに時間外労働を
恒常的に行わないと業務が終わらない実情を知らせ
ることにもつながる。
退勤時間調査は、周知・啓発とともに、調査活動
を通じた組合員との対話や労働組合の可視化にもつ
ながる重要な取り組みだ。時間外労働の請求に関す
る項目の改善は、取り組みの積み重ねの成果とも言
えるだろう。労働組合は１人ひとりの不平や不満を
要求として練り上げ、改善に結び付けていける組織
である。医療・介護の現場は慢性的な人手不足に加
え、長時間夜勤や過重労働など深刻な状況にある。
対話を積み重ね、職場・そして制度政策の改善に向
けて声をあげていこう。

２４ 医療労働
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